
評価調査結果要約表
１．案件の概要
国名：ベトナム 案件名：カントー大学ミニプロジェクト「農学における環境教育

の拡充」
分野：農業・教育・環境 援助形態：専門家チーム派遣
所轄部署：アジア第一部インドシナ課 協力金額：1.96億円
 
協力
期間

1999年4月1日～2002年3月31日
 

先方関係機関：計画投資省、投手教育訓練省、
カントー大学

日本側協力機関：東京農工大学
他の関連協力：無償資金協力 カントー大学農学部改善計画
１－１ 協力の背景
インドシナ半島南部には、ベトナムとカンボジアの両国にまたがる50,000平方キロメートルのメコンデルタがある。そのうち
約39,000平方キロメートルがベトナム領内であり、ベトナムの国土面積の約12%を占める。またこの地は、ベトナムの耕地
の38%、食料生産高の38%、米生産高の50%を占める最も重要な農業基地であり、同国屈指の稲作地帯である。
しかしながら、当該地域においては、化学肥料、殺虫剤、殺菌剤の過剰投与による農産物・食料品の残留農薬、薬品処理、生
態系への影響などの問題が発生している。このような状況の下、農学分野における環境科学分野の教育及び研究能力の強化を
目的として、ベトナムから我が国に対し、メコンデルタの中心に位置し、唯一の総合大学であるカントー大学への専門家チー
ム派遣が要請された。
 
１－２ 協力内容
カントー大学において、環境科学分野の教育及び研究能力の強化を目的に、(1)土壌及び水域における環境評価、(2)農業開

発の生態多様性への影響、(3)環境保全型農業の構築の3分野に関して、研究活動と教育システムの確立（カリキュラム改訂、
テキスト教材開発、教員養成など）のための支援を実施する。
（１）上位目標
カントー大学における農学・環境教育の充実により、メコンデルタ地域の人材が育成される。
（２）プロジェクト目標
カントー大学農学部において、大学教員の農学分野の環境教育・研究能力が向上する。
（３）成果
1）環境分野の教育内容の改善が試みられる。
2）環境に関する研究が実施され論文が作成される。
3）カントー大学職員が環境教育・研究の技術を日本での研修を通じて習得する。
4）専門家の協力・指導によってカウンターパート機関の教員が学位を取得する。
5）メコンデルタ地域の関係機関（試験場・行政機関）との教育・研究交流・情報交換等の活動が定着する。
（４）投入
日本側：
長期専門家派遣 4名 機材供与 0.48億円
短期専門家派遣 35名 ローカルコスト負担
研修員受入 8名
相手国側：
カウンターパート配置 51名
土地・施設 執務室

ローカルコスト負担
 

２．評価調査団の概要
調査者 団長・総括：二木 光 国際協力専門員

副団長・教育計画：塩谷 哲夫 東京農工大学教授国内支援委員会委員長
調査企画：高田 健二 JICAアジア第一部
評価分析：三好 謙三 インテム・コンサルティング(株)

調査期間 2002年3月11日～2002年3月23日 評価種類：終了時評価
３．評価結果の概要
３－１ 評価結果の要約
（１）妥当性
ベトナム政府はメコンデルタ地域のみならず、全国的な環境汚染対策に取り組む姿勢を一貫して示しており、教育訓練省で
も環境に関連する学科の設置を検討している。メコンデルタ地域では、農用地の開発、化学肥料や駆除剤の投入増加による環
境汚染が懸念されていたが、残留農薬、水質、土質等に関する科学的データが乏しいため汚染の実態が分からず、環境保全に
対する具体的取り組みに限界があった。カントー大学及び地方政府も環境対策への取り組みには、人材育成が不可欠であると
いう認識に立っている。
（２）有効性
プロジェクト開始前には実験実習の経験が十分ではなかったが、カウンターパートの能力が向上し、新しく導入された分析
技術と研究法は31、新規研究テーマは23にのぼるなど、活発な研究実験を実施できるようになった。このようにカントー大学
農学部の環境教育及び研究は改善されつつある。プロジェクト目標の達成は、48カリキュラムの改定・策定、56論文の作成な
どのプロジェクト成果の結果からもたらされている。
（３）効率性



本プロジェクトの協力のうち3分野について、当初の予定よりも短期専門家の投入量が拡大され、ベトナム側もこれに応じ
てカウンターパートの投入が拡大された。約半年間の長期専門家派遣の空白期間を除いて、タイミング・量・質ともに順調な
投入が行われ、22の教科書と5つの教材作成や学位取得者の創出など、期待された成果が発現した。ただし、計画当初に成果
の数値目標を明確にしていなかったことから、効率性の判断は不可能である
（４）インパクト
上位目標の達成には時間が必要であると考えられる。しかし、プロジェクトを通じて得られた技術は、まだ規模は小さいも
のの農学部によって普及され、各地で利用され始めている。さらに、収集されたサンプルの環境分析データは、関連機関に配
布され、メコンデルタの環境保護のための制度改善に利用される予定である。
（５）自立発展性
教職員の配置転換等は稀であるが、カウンターパートには定年が近い教員が多い。このため、カントー大学が彼らを外部講
師等として引き続き雇用契約を結ぶなどにより、移転技術の有効活用を図る必要がある。また、大学の中央実験室が供与され
た分析機器を運営維持することになっているが、分析維持のコスト捻出のため有料化等の計画はあるもの、予算確保について
懸念が残る。さらに、実験室の機能を十分に発揮させる組織・制度の充実にも、なお時間と努力を要する。
 
３－２ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
ベトナム政府が、南部地域における農学分野の中心研究機関として重要視するカントー大学を実施機関に選定したことによ
り、ベトナム政府や社会のニーズに合致した事業を実施できた。また、メコンデルタ地域はプロジェクト成果の普及対象とな
る農民数が多いため、同地域の農村部での事業実施は、普及などのインパクト発現の要因となった。
（２）実施プロセスに関すること
該当なし
 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
本プロジェクト開始以前には、十分な問題分析が実施されなかったという経緯もあり、開始3ヶ月後に活動の枠組みが決定

した。また、プロジェクト目標と実際の活動に乖離があるという意見書がプロジェクトリーダーから出されたことによ
り、2001年9月に計画の全面的な改訂を行った。しかし、当初計画、改訂計画とも計画内容、特に数値目標が明確でなく、本
プロジェクトにおける投入と活動が妥当であったか、成果が当初の目標を達成しているかどうかについては、本評価ミッショ
ンでは厳密な判定が困難であった。
（２）実施プロセスに関すること

2000年10月から01年3月まで長期専門家（プロジェクトマネージャー）が不在であり、また、01年4月より7月まで業務調整
員の不在期間もあった。そこで、手続き等を円滑に進めることができず、PDM（プロジェクト計画書）の改訂作業や機材設置
等の進捗に影響が出たが、プロジェクト全般への影響は僅少であった。
 
３－４ 結論
評価結果概要は前節（5項目の評価視点）のとおり、プロジェクト3年間の活動により、多くの成果が産出されている。当初計
画（プロジェクト実施前のPDMか、改正後のPDMか、との問題は残るが）との整合性さえ問わなければ、本協力による実質
的な効果がうかがえる。カントー大学側の評価も良好である。
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
ベトナム政府は、カントー大学の環境分野における教育・研究成果を具現化する農村開発事業を行うべきである。
 
３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
（１）多くの成果が確認されたにもかかわらず、評価調査においてそれらが当初目標の何割を達成したのか明らかにできてい
ないため、徹底したプロジェクト立案（特に参加者分析・問題分析）、実施、評価の一貫した流れを確立する必要があ
る。

（２）農業分野の協力においては、農民の生活向上、生産増、収入増（貧困削減）等を視野に入れた開発課題が第一義的な目
的である。一方、研究や高等教育の拡充は、成果の普及に時間がかかり、現実の問題に直面する農民に対して直接的に無
力である。プロジェクト立案にあたっては、研究・教育と実際の農業開発の違いに留意した計画立案が求められる。

 
３－７ フォローアップ状況
該当なし
 
 


